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第二章では，1985 年度から 1995 年度までの日本の二酸化炭素排出量の変化を，1985 年度，1990 年度，











1985 年度から 1990 年度にかけては，環境技術，生産技術ともに二酸化炭素排出量の削減に大きく寄与し




た。そして 1985 年度から 1990 年度において，国内での二酸化炭素の排出を，二酸化炭素を多く含む財の輸
入によって減らしていた事が示された。
産業別要因分解によって，1985 年度から 1990 年度までは，環境技術，生産技術ともに二酸化炭素削減の
方向に変化していた産業が多かったが，1990 年度から 1995 年度の期間は，環境技術の変化によって二酸化
炭素を削減していた産業は少なく，生産技術の変化によって排出を抑制していた産業が多かったということ
が示された。1985 年度から 1995 年度の 10 年間，環境技術，生産技術ともに二酸化炭素排出削減の方向へ
変化していた産業は電気機械産業と運輸機械産業の二つのみであった。
前方・後方連関分析によって，1985 年度から 1990 年度はほとんどの産業で両連関の指標は改善していた
が，その後の 1990 年度から 1995 年度にかけては，全体的に両連関の指標は悪化した，ということが明らか
にされた。つまり，1985 年度から 1990 年度は，ある産業で最終需要が増加したときに自産業でも，他産業



























































として 80 年代後半は技術要因，90 年代後半は産業環境要因が重要であったという発見ばかりでなく，分析
は産業分野毎にもなされており，産業毎により詳しい政策的な含意を得ることに成功している。
また，環境投資行動に関しての産業間の違いを，それぞれの政策導入時期に対する主観的期待の違いおよ
び技術の違いから理論的に説明しようとする試みは新しく，高く評価できる。分析に用いている手法も数学
的に高度なものである。この理論的手法から，環境税導入に関する主観的期待が高まった場合，汚染削減投
資行動を抑制するような技術特性をもつ産業があるという，先行研究では示されなかった重要な新たな知見
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も示されている。
実証分析及び理論分析に基づいて，産業の技術的特性と産業間の連関を考慮した環境政策が必要であると
いう政策的な含意を導いていることも評価できる。
よって，著者は博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
